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一般職業紹介状況
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求人関係 新規求人数は、前年同月比で0.3%の減少であり、ほぼ横ばい。主要産業別では、建設業が33.3%、運輸業、郵便業が27.8%、サービ

ス業が29.6%増加した。建設業は6月以降9月の同数を挟んで減少が続いていたが、6か月ぶりに増加となった。サービス業のうち職

業紹介、労働者派遣業は81.4%の減少であるが、その他の事業サービスのうち交通誘導警備員の大量募集（152.3%増）により増加

した。

求職関係 新規求職申込件数は、前年同月比で8.4%増加している。例年12月は中旬から求職申込件数が減少するが、今月は年末まで大きく

減少することが無かった。態様別では自己都合離職者に次いで在職者の割合が大きいが、予定する離職の時期が年末ではなく年

度末である求職者が多く見られ、早めに求職活動を行っている様子がうかがえる。

窓口の動き


